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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【人件費】　勧奨退職を進めた結果、平成１５年度と比較し２０名の減となったことに加え、平成１４年度からの給与カット及び
各種委員会の委員数の見直しや報酬カットを行ったことにより、類似団体平均を下回っている。今後も職員採用を抑制し、人
件費の削減に努める。

【物件費】　臨時的任用職員の抑制、旅費の見直し、消耗品及び公用車の一括管理、庁舎清掃の直営化等により、類似団
体平均を下回っている。今後も諸費的経費の削減を図る。

【扶助費】　扶助費に係る経常収支比率が類似団体平均を上回り、かつ上昇傾向にある要因として全国平均を上回る高齢
より、施設の入所者が多いこと及び町内にある施設は、民間施設給与等改善費の比率が高いことが挙げられる。

【補助費】　広域事業として取り組んできた大型公共施設（ふるさと会館）、一般廃棄物処理施設の建設事業の起債償還金
併せて４億２千百万円と、補助費全体の５割弱を占めていることが大きな要因で、類似団体の中で最も悪い比率となってい
る。

【公債費】　平成７年度から平成１２年度までの６年間で１１７億円の投資的事業を行い、その財源として６４億円の地方債を
発行したことにより、平成１３年度から経常収支比率が３０％を超え、類似団体平均を大きく上回っている。近年は地方債の
新規発行を伴う普通建設事業を抑制している。

【その他】　類似団体を上回っているのは、繰出金の増加が主な要因である。公立邑智病院への運営費負担金が年々増加
傾向にある。また、高齢化率が高いため医療費の増に伴う老人保健会計や、給付費の増に伴う介護保険会計への繰出金
が要因として挙げられる。

【普通建設事業】　人口１人当たりの決算額は、類似団体平均を大きく下回っている。これまでに積極的な投資的事業を実
施したことや、人口減少、社会的活力の低下による自主財源の減少、地方交付税の大きな減少などにより、財政破綻ともい
える厳しい財政運営を強いられている。このような状況下であるため、単独事業を中心に普通建設事業費を大幅に縮減して
いる。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 487,307 118,566 198,373 ▲ 40.2
賃金（物件費） 128 31 16,545 ▲ 99.8
一部事務組合負担金（補助費等） 129,794 31,580 22,424 40.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 2,860 696 2,705 ▲ 74.3
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 27,753 6,753 6,458 4.6
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 19,377 4,715 5,904 ▲ 20.1
▲退職金 ▲ 51,234 ▲ 12,466 ▲ 17,727 ▲ 29.7
合計 615,985 149,875 234,681 ▲ 36.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 12.90 23.07 ▲ 10.17
ラスパイレス指数 89.6 90.2 ▲ 0.6

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

871,884 212,137 170,508 24.4

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 59,976 14,593 27,035 ▲ 46.0
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

422,005 102,678 11,021 831.7

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

6,205 1,510 2,993 ▲ 49.5

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

507 123 166 ▲ 25.9

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 926,547 ▲ 225,437 ▲ 140,093 60.9

合計 434,030 105,603 71,630 47.4

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,032,758 228,993 47.1 222,962 ▲ 1.7 48.8

うち単独分 847,009 187,807 87.4 116,282 ▲ 5.4 92.8

565,154 126,745 ▲ 44.7 189,546 ▲ 15.0 ▲ 29.7

うち単独分 420,488 94,301 ▲ 49.8 109,168 ▲ 6.1 ▲ 43.7

332,284 76,528 ▲ 39.6 148,642 ▲ 21.6 ▲ 18.0

うち単独分 195,694 45,070 ▲ 52.2 85,702 ▲ 21.5 ▲ 30.7

189,953 44,600 ▲ 41.7 271,267 82.5 ▲ 124.2

うち単独分 162,333 38,115 ▲ 15.4 121,313 41.6 ▲ 57.0

152,060 36,998 ▲ 17.0 193,373 ▲ 28.7 11.7

うち単独分 100,924 24,556 ▲ 35.6 111,830 ▲ 7.8 ▲ 27.8

過去５年間平均 454,442 102,773 ▲ 19.2 205,158 3.1 ▲ 22.3

うち単独分 345,290 77,970 ▲ 13.1 108,859 0.2 ▲ 13.3
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